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地方中枢拠点都市
少子高齢化、人口減少が地方における深刻な問題になるとみられるなか、地方圏域の核となる都市

を地方中枢拠点都市と位置付けて、圏域全体の経済活性化や生活基盤の強化を図っていく動きがあり
ます。
地方都市においてはこれまでも行政基盤を強化するため、市町村合併や人口５万人以上の中心市と

周辺の市町村が協力して生活に必要なインフラ整備を進める定住自立圏構想などが進められてきまし
た。しかし、規模の大きな都市では、定住自立圏の枠組みに参加するメリットが少ないとして取り組みが
遅れる傾向にあります。そこで、人口20万人以上で昼夜間人口比率が1以上（周辺部から通勤・通学に
よる人口流入が多い）の都市、すなわち政令指定都市や新中核市（これまでの中核市と特例市を統合）
などを地方中枢拠点都市と位置付け、より手厚い財政支援により都市機能を集約し、近隣都市とのネッ
トワークによって地方圏域毎に地方の活力アップにつなげていく方向性が打ち出されています。
地方中枢拠点都市に期待される役割としては、①多様な資源・企業・人材が集まり、産学官金民が

連携した地方経済のエンジン役となること、②グローバル環境に対応できるような高次の都市機能の集
積を図り、高度で専門的なサービスを圏域全体に提供すること、③圏域全体の利便性を向上させること
で、中心部だけでなく周辺部まで医療・福祉・子育てなど生活関連機能サービスを提供できること、など
が挙げられます。
こうした地方中枢拠点都市のビジョンを具体化し、圏域の一体化を図るためには、関係する市町村間
においての取り決めが重要となりますが、現状の制度では首長や議会の選挙による自治体の政策方針
の変更が連携の形にも影響する可能性があり、長期的・継続的な視点から安定した連携が可能な仕組
みが必要となります。そこで、近隣市町村との連携をスムーズに進めるための手段として国家間の条約
のように市町村間で「連携協約」を締結し、事務の分担だけでなく、政策面での役割分担を盛り込むこと
で一体性を確保すると共に、組合や協議会のような別組織を要しないようにすることで、効率的で簡素な
相互協力の仕組みを作ることが検討されています。
政府は地方自治法の改正により地方中枢拠点都市や連携協約の制度化を進めており、新たな市町

村間の広域連携の枠組みにより、地方圏域毎に戦略的な拠点を構築することで地域活力の引き上げを
目指しています。
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図表１ 地方中枢拠点都市の機能イメージ 図表２ 地方中枢拠点都市の要件を満たす都市
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突然、「医療機関にかかるのか？」とくると
びっくりしますよね。皆様は病気だからに決
まっている、と思われるかもしれません。でも、
そうではないんです。特に私のようにプライマ
リ・ケア分野の医師にとっては、病気ではない
ように思える方もたくさん受診されます。患者
様が病気だと認識して、それが医療機関に行く
ほど重大だと思った時に、医療機関に来院され
るのです。患者様がお決めになっているんです
ね。私たちの調査では、患者様の不安とか社会
的なことも影響しているようです。
だから、病気でありながら医療機関にかから

ない人もいます。アメリカと日本での調査によ
ると病気や怪我をしている人は住民の75％ぐ
らいいるらしいのですが、医療機関にかかって
いるのは25％。すなわち住民の半数の方は、病
気や怪我をほったらかしにしているのですね。
確かに肥満、高血圧、高コレステロール血症な
どを放置している人はたくさん見かけます。喫
煙もニコチン依存症という病気です。その点で
健診・検診は重要です。しかし、健診・検診を受
けても受診しない、または２次健診を受けない
方もかなりいるようです。
多くの先進国では、まず最初に受診するのは

診療所になっています。そこで手におえない場
合には入院施設がある中小の病院。それでも手
におえない場合にのみ、大学病院などの大規模
病院に受診するようになっています。そしてよ
り大きな医療施設に受診する場合は、救急の場
合以外は、原則、紹介状が必要です。一方、日本
では、特に大規模病院にかかる場合はお金が余
計にかかりますが、紹介状がなくても受診でき

る場合も少なからずあります。本来、専門的医療
のためにあるべき病院にたくさんの軽症の患者
様、時には病気でない方もかかる場合もありま
す。これが原因で、病院の医師にかなりの負担が
かかっている施設も少なからずあります。しか
も、ご高齢の方は、一人でたくさんの病気をお持
ちになっているので、専門化した医師の多い病
院では、何人もの医師にかかることにもなる。さ
らに医師に負担がかかってしまいます。
もう一つ、救急車の使用も他の先進国と違い

ます。例えば、私が臨床研修を受けたテネシー
州では、救急車に５マイル（約８キロ）乗ると、
500ドル（約５万円）払います。だから多くの軽
症患者さんは救急車を使いません。使ってもタ
クシーですね。ずっと安いので。一方、日本では
救急車の使用は無料です。日本は恵まれている
とも言えますが、救急車を使用される患者様の
半分ぐらいが軽症ですので問題がないわけで
はありません。
最近では多くの国に、「家庭医」とか「総合診

療医（GP）」と呼ばれる医師がいます。多くの
疾患に対応して、必要に応じて病院に紹介状を
書いてくれるお医者さんです。近くにいるし、
多くの場合、よく知っている人なのでかかりや
すい医師です。日本にもたくさんの「かかりつ
け医」がいますよね。平成25年に厚生労働省が
今後「総合診療専門医（総合診療医）」という制
度も作ることにもなりました。このような先生
方とうまく付き合って、日本の医療をより効率
の良いものにしたいですね。
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